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従来の外貨管理の規制変更により、中国国外の親会社や資本関係のある企業に対し、中国現地法人から外

貨建て貸付を行うことが可能となりました。内容は以下となります。 

 

◆ 外貨建て対外貸付の概要 

貸付対象 

・全額出資または資本参加の子会社 

・外商投資企業の国外親会社 

・国外の資本関係のある企業 

貸付限度額 

・純資産の 30％以内 

※ 30％を超える場合は別途審理となる。 

※ 中国（上海）自由貿易試験区内の企業は純資産の 50％以内。   

貸付金利 妥当なレートを用いて、個別に設定可能。 

貸付期間 実際のニーズに基づき外貨管理局へ申請可能。 

主な手続 

（1） 所在地の外貨管理局での対外貸付額の登録 

申請書（当事者それぞれの基本情報、貸付内容などを記載）、貸付協議書（金額、利

率、期間、返済方法などを記載）、貸付人の財務監査報告（直近分）などの提出が必

要。 

（2） 銀行での対外貸付専用口座の開設 

（3） すべての対外貸付取引は専用口座を通じて送金、回収する。 

 

 

◆ 外貨建て対外貸付の関連規定 

・｢国内企業による対外貸付に関する外貨管理に関連する問題の通知｣ 

2009 年 6 月 9 日 国家外貨管理局公布 匯発[2009]24 号 

対外貸付の定義を明確化 

・｢直接投資に係る外貨管理政策の更なる改善および調整に関する通知｣ 

2012 年 11 月 21 日 国家外貨管理局公布 (匯発[2012]59 号) 

対外貸付の条件を緩和 

・｢資本項目外貨管理政策の更なる改善と調整に関する通知｣ 

2014 年 1 月 24 日 国家外貨管理局公布 (匯発[2014]2 号) 

対外貸付の主体の制限を緩和 


